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目 的 

1. 本文書は、自社の温室効果ガス（以下「GHG」といいます。）排出源を特定するにあたり参考と
なる情報を提供することを目的としています。 

 

キーワード 
自社の温室効果ガス（GHG）排出源の特定 

 
何が求められているのか 

2. SSBJ基準では、原則として「GHG プロトコル（2004 年）」に基づいた GHG 排出の測定が求
められています。 

産業横断的指標等に関連して、次の事項を開示しなければならない。（気候基準第 46項） 

(1) 温室効果ガス排出（第 47項から第 76項参照） 

 

気候基準第 46項(1)に関連して、温室効果ガス排出は、「温室効果ガスプロトコルの企業算定
及び報告基準（2004年）」（以下「『GHGプロトコル（2004年）』」という。）に従って測定
しなければならない。（気候基準第 49項本文） 

3. 「GHG プロトコル（2004 年）」では、設定した組織境界及び活動境界に含まれるすべての
GHG排出源からの排出量を測定し、報告することが求められています。 

 
GHGプロトコルにおける GHG排出の測定のステップ 

4. 「GHG プロトコル（2004 年）」では、GHG 排出の測定のステップとして、報告企業として GHG
排出を集計する範囲（組織境界及び活動境界）を確定した後、自社の事業と関連のある
GHG排出源について、直接排出をスコープ 1、間接排出をスコープ 2及びスコープ 3 として特定
及び分類することが示されています。 

(1) 組織境界︓報告企業として報告する GHG 排出を集計する範囲。持分割合アプローチ、
経営支配力アプローチ又は財務支配力アプローチに基づき決定される 

(2) 活動境界︓集計する直接排出及び間接排出の範囲。スコープ1、スコープ2及びスコープ
3 の概念により定義される 
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自社の GHG排出源をどのように特定すればよいのか 

(1) スコープ 1 

5. スコープ 1 については、企業の境界内の直接的な GHG 排出源を特定します。「GHG プロトコル
（2004 年）」では、一般的に想定される直接排出源が次のとおり例示されているため、自社の
GHG排出源の特定にあたり参考にすることができます。 

(1) 固定燃焼︓ボイラー、加熱炉、バーナー、タービン、ヒーター、焼却炉、エンジン、照明装置
などの固定設備における燃料の燃焼 

(2) 移動燃焼︓自動車、トラック、バス、列車、航空機、ボート、船舶、はしけ、大型船などの
移動手段における燃料の燃焼 

(3) プロセス燃焼︓セメント製造における焼成過程から生じる二酸化炭素（CO2）、石油化
学プロセスにおける接触分解から生じる CO2、アルミ精錬から生じるパーフルオロカーボン類
（PFCs）など、物理的又は化学的プロセスからの排出 

(4) 漏洩排出︓設備の結合部、封印部、パッキン、ガスケットなどからの、意図的若しくは非意
図的な漏出、又は石炭集積場、廃水処理、炭鉱、冷却塔、ガス処理設備などからの漏
洩排出 

6. また、環境省が公表する「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル(Ver6.0)」では、「地球温
暖化対策の推進に関する法律」（以下「温対法」といいます。）における「温室効果ガス排出量
の算定・報告・公表制度」（以下「SHK 制度」といいます。）で算定対象となる排出活動が列
挙されています。温対法における SHK 制度では、「GHG プロトコル（2004 年）」とは異なり、
算定対象となる排出活動が具体的に指定されているため、「GHG プロトコル（2004年）」に基
づいた GHG 排出源の特定にあたっては、温対法における SHK 制度の算定対象となる排出活
動のみを考慮すればよいわけではありませんが、参考にすることができると考えられます。例えば、空
調機やショーケースの通常使用時におけるハイドロフルオロカーボン類（HFCs）の漏出については、
温対法における SHK制度の算定対象となっていませんが、「GHG プロトコル（2004年）」では
算定対象となると考えられます。 

組織境界の設定
↓

活動境界の設定
↓

GHG排出源の特定・活動データの収集
↓

GHG排出量の算定
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(2) スコープ 2 

7. スコープ 2 については、企業が消費する、購入又は取得した電気、蒸気、温熱又は冷熱の生成
に伴う間接的な GHG 排出源を特定します。電力、熱等の供給契約等に基づいて排出源を特
定することが考えられます。 
 

(3) スコープ 3 

8. スコープ 3 については、企業の上流及び下流のバリュー・チェーンにおける間接的な GHG 排出源
（スコープ 2 温室効果ガス排出に含まれないもの）を特定します。スコープ 3 の各カテゴリーに該
当する活動の例及び当該活動量を収集するためのデータ・ソースの例は次のとおりです。 

スコープ 3 カテゴリー 該当する活動の例 データ・ソースの例 

1 
購入した財及びサー
ビス 

原材料の調達、パッケージン
グの外部委託、消耗品の調
達 

各種調達データ 

2 資本財 生産設備の増設 固定資産台帳 

3 

スコープ 1 温室効果
ガス排出又はスコープ
2温室効果ガス排出
に含まれない燃料及
びエネルギー関連の
活動 

調達した燃料及び電力の上
流工程 

スコープ 1 及びスコープ 2 の
算定に用いたデータ 

4 

上流の輸送及び流
通 

調達物流、横持物流、出荷
物流（自社が荷主のもの） 

各種調達データ、エネルギー
の使用の合理化及び非化石
エネルギーへの転換等に関す
る法律（省エネ法）の特定
荷主定期報告書 

5 
事業において発生し
た廃棄物 

廃棄物（有価物を除く）の
自社以外での輸送及び処理 

廃棄物管理台帳、マニフェス
ト、廃棄物処理委託契約書 

6 出張 従業員の出張 経理データ 
7 従業員の通勤 従業員の通勤 経理データ 

8 
上流のリース資産 自社が賃借しているリース資

産の稼働 
リース契約書、固定資産台
帳 

9 
下流の輸送及び流
通 

出荷輸送（自社が荷主とな
る輸送以降の輸送）、倉庫
での保管、小売店での販売 

出荷データ、物流委託契約
書、輸送管理データ 

10 
販売した製品の加工 事業者による中間製品の加

工 
販売データ、製品設計データ 
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スコープ 3 カテゴリー 該当する活動の例 データ・ソースの例 
11 販売した製品の使用 使用者による製品の使用 販売データ、製品設計データ 

12 

販売した製品の廃棄
処理 

使用者による製品の廃棄時
の輸送及び処理 

製品設計データ、容器包装
に係る分別収集及び再商品
化の促進等に関する法律
（容器リサイクル法）におけ
る再商品化義務量 

13 
下流のリース資産 自社が賃貸事業者として所

有し、他者に賃貸しているリ
ース資産の稼働 

リース資産管理台帳 

14 
フランチャイズ 自社が主宰するフランチャイズ

の加盟者のスコープ 1 及びス
コープ 2 に該当する活動 

フランチャイズ加盟者からの報
告 

15 
投資 株式投資、債券投資、プロ

ジェクト・ファイナンス等の運用 
経理データ、投資先からの報
告、開示情報 

 
 

SSBJ基準の定めは、重要性がない項目に対して
適用する必要はないことにご留意ください。 

 
以 上 


